
日本国の TPP交渉参加のメリットに関する 

自由主義経済学諸論の若干の考察について 
 

 

１ 特定団体（＝農水省・JA 農協・農家など）に対する保護政策は、その団体

外の一般人（＝消費者たる国民・製造業・サービス業など）の経済的保障を必

ず犠牲にするということを忘れてはならない。 

 

ハイエク曰く、 

特定グループに保障を与えることを市場体制の中で実行できる唯一の方法

は、制限主義という名で知られている種類の計画化である。 

この制限主義が主張する《統制》とは、産出を制限することによって《適正

な》利益を保障することであるが、それは確かに市場経済下にある生産者が一

定所得を得られるように確保できる唯一の方法である。 

しかし、この方法は、必然的にその他の人々に開かれている機会を減少させ

ることになる。 

企業家であれ労働者であれ、生産に携わる者が、新規参入者廉価販売攻勢か

ら保護されるとすれば、その保護ざれた産業は、裕福でない人々の機会を犠牲

にして、社会一般よりも大きな繁栄を獲得することになる。 

つまり、新規参入者の自由を制限することは、必ず他の一般の人々の経済的

保障を削減するのである。そしてこのようなやり方で所得を保障される人々が

増えれば増えるほど、その保障の範囲外にいる人々すべてに与えられる選択の

機会は制限されていき、それらの人々は所得の損失を余儀なくされる。 

また何らかの変化によって悪化した状況に立たされた人々は、その不運な所

得の減少を回避できるようにするためのチャンスをますます失っていってしま

う。 

（ハイエク『隷属への道』、春秋社、165～166 頁） 

 

 ハイエク曰く、 

こうして市場体制への介入によって十分な保障を提供しようとすればするほ

ど、経済的不安定は大きなものになっていく。 

そしてより悪いことには、特権を保障された人々と、特権のない、不安定に

いっそうさらされていく人々の格差が、ますます大きくなっていくのである。 

そして保障が特権となればなるほど、それから排除される際の危険は致命的

なものになっていき、保障の価値は益々貴重になる。このようにして、特権に

与る人の数が増えていき、そうでない人との格差が開いて行けば、これまでと



は違った、新しい社会的価値というものが生まれてくる。 

所得や地位を与えてくれるのは、もはや自主独立ではなく、国家や特権的産

業が与える保障である。 

青年が結婚して一家を構えるのを可能にさせるのは、幸福を自ら築き上げる

自信ではなく、年金に対するなんらかの権利である。 

そして若くして特権的なサラリーマンという安息の地へ入ることを拒否され

た人々は、ルンペン同然の恐るべき不安定な状態で一生過ごさざるを得ない、

というわけである。 

（ハイエク『隷属への道』、春秋社、167～168 頁） 

 

 

２ TPP への参加とは、民間の経済的権力と国家の政治権力を分離して、自由貿

易に対する参加国（政府）の強制権力を抑制する。 

また、自由市場において、民間の経済的権力が諸個人に分散されることによ

って、TPP 参加諸国民の経済的自由（延いては政治的自由、個人的自由）が擁護

されるという重大な意義があることを忘れてはならない。 

であるから、日本国の TPP 参加によって、日本国（政府）が米国（政府）に

輸入を強制されるとか、米国の農産物輸入強制圧力で日本国の農業が壊滅する

とか日本国が亡国に導かれるなどの論理は TPP の意義がさっぱり理解できぬ愚

者の論理であることは自明であろう。 

なぜなら、TPP 加盟国間の交易主体は、各国の政府ではなく、民間資本（個人）

だからだ。 

 

ハイエク曰く、 

現在頻繁に要求される《経済的権力に代えて政治的権力を樹立すること》は、

常に制限されている権力代えて、逃げ場のない（巨大な独裁）権力を樹立する

ことを必ず意味するということである。 

経済的権力（＝大資本家、資本家など）と呼ばれているものは、確かに強制

の道具ともなりうるものではあるが、それが民間の個人の手に分散されている

かぎり、排他的権力にも完全な権力にもならず、個人の全生活を包括する権力

にもならない。 

しかしそれ（＝経済的権力）が中央に集められ、政治権力の道具とされる得、

それは奴隷制とほとんど区別しがたい権力への隷属を創り出してしまうのであ

る。 

（ハイエク『隷属への道』、春秋社、167～168 頁） 

 



３ 仮に世界全体が異常気象になって、TPP 加盟諸国が食料を日本国へ輸出しな

くなったらどうするのか？ 

全世界が同時に異常気象となり、世界全体が同時に食糧不足となり、飢餓に

陥ったという歴史事実など全くない。 

このような仮定自体が事実に基づかぬ恐怖煽動にすぎないが、仮にそのよう

な事態を想定したとしてもやはりTPP不参加よりもTPP参加の方が有利である。 

言うまでもなく、TPP 参加こそ、国家百年の計である。 

 

アダム・スミス曰く、 

穀物取引の無制限無拘束の自由は、飢饉の悲惨に対する唯一の有効な予防策

であるように、食料不足の不便に対する最良の緩和策でもある。 

（アダム・スミス『国富論３』、岩波文庫、52 頁） 

 

諸国民のすべてが輸出入の自由という自由な制度をとるとすれば、一つの大

きな大陸が分割されてできている様々な国家は、その点（＝貿易の点）で一つ

の大きな帝国の様々な州に似たものになるだろう。 

一大帝国の様々な州の間では、国内商業の自由は、道理からいっても経験か

らいっても、欠乏の最良の緩和策であるばかりではなく、飢饉の最良の予防策

でもあるが、一大大陸を分割している諸国家間の輸出入貿易の自由も同様だろ

う。 

大陸が大きければ大きいほど（＝市場の規模が大きければ大きいほど）、また、

そのすべての地方間の水陸の交通が容易であればあるほど（＝輸出入が自由で

あればあるほど）、その大陸のどこかある特定の地方が（＝ある特定の国々ある

いは地域が）、それらの災厄のいずれかにかりにも晒されることは、それだけ少

ないだろう。 

いずれか一国の欠乏は、どれか他の国の豊富によって緩和される可能性が大

きいからである。 

（アダム・スミス『国富論３』、岩波文庫、74 頁） 

 

４ 買うよりも作る方が高くつくものは、自分で作ろうとはしないというのが、

およそ一家の慎慮ある主人たる者の格言である。 

どの私的家族の行動においても慎慮であるものが、一大王国（＝国家）の行

動において愚行であることはほとんどありえないというのが真理である。 

もしある外国がある商品を、我々が自分で作るよりも安く我々に供給できる

ならば、我々の方がいくらかまさっている仕方で使用された我々の勤労の生産

物の一部で、その外国からそれを買う方がいい（＝比較優位）。 



 

アダム・スミス曰く、 

買うよりも作る方が高くつくものは、自分で作ろうとはしないというのが、

およそ一家の慎慮ある主人たる者の格言である。 

仕立屋は自分の靴を創ろうとはせず、靴屋から買う。靴屋は自分の服を作ろ

うとせず、仕立屋を使用する。農業者はどちらも作ろうとはせず、それぞれの

工匠を使用する。 

彼らは皆、自分たちの勤労のすべてを、隣人たちよりも多少なりと優ってい

る仕方で使用し、その生産物の一部で、あるいはそれと同一のことだが、その

一部の価格で、何でも自分たちの必要とする別のものを購入するほうが、利益

になることを承知している。 

どの私的家族の行動においても慎慮であるものが、一大王国（＝国家）の行

動（＝自由貿易）において愚行であることはほとんどありえない。 

もしある外国がある商品を、我々が自分で作るよりも安く我々に供給できる

ならば、我々の方がいくらかまさっている仕方で使用された我々の勤労の生産

物の一部で、その外国からそれを買う方がいい。 

国の勤労全体は、その勤労を使用する資本に常に比例するのだから、上述の

工匠たち（＝仕立屋や靴屋）の勤労と同様、それによって減少することはない

だろうし、もっとも有利に使用される方法を見出すのにゆだねられるだけのこ

とだろう。 

自国で作るよりも他国から買う方が安くつくような対象にそれが向けられる

場合には、確かに最も有利に使用されるのではない。 

それが振り向けられている商品の生産よりも、明らかに価値が大きい商品の

生産から、こうしてそらされている場合には、勤労の年々の生産物の価値が多

かれ少なかれ減少することは確実である。 

（アダム・スミス『国富論２』、岩波文庫、305～306 頁） 

 

５ 自分たちの資本をどのように使用すべきかを指示しようと企てる権威が、

自分こそそれを行使するのに適していると想像するほど愚かで思い上がった人

物（＝利権政治家・政党・立法者・政府など）の手中にある場合ほど、危険な

ことはない。 

 

アダム・スミス曰く、 

自分の資本が使用できるのはどんな種類の国内産業であるのか、またどんな

種類の国内産業の生産物が最大の価値をもちそうであるかということを、どの

個人も自分の身近な状況の中で、どの政治家や立法者が自分のかわりに判断し



てくれるよりも、はるかによく判断できることは明らかである。 

政治家が私人たちに対して、自分たちの資本をどのように使用すべきかを指

示しようと企てるとしたら、彼（＝政治家）は極めて不必要な配慮（＝経済統

制化・計画化の任務）を自分に課するだけでなく、一個人はもとより、どんな

枢密院または元老院にも安全に信託し得ない権威（＝経済統制化・計画化の独

裁権力）を、僭称することになるだろう。 

この権威が、自分こそそれを行使するのに適していると想像するほど愚かで

思い上がった人物（＝政治家）の手中にある場合ほど、危険なことはないだろ

う。 

（アダム・スミス『国富論２』、岩波文庫、289 頁） 

 

６ 外国貿易とは国家間の余剰生産物の交換であり、余剰生産物への交換価値

の付与である。 

 

 アダム・スミス曰く、 

外国貿易は、彼ら（＝国民）の土地と労働の生産物のうち自分たちのあいだ

で需要のない余剰部分を（外国に）持ち出し、それと引き換えに自分たちの間

で需要のある何か他のものを持ち帰る。 

それは自分たちの余分のものを、自分たちの欲求の一部を充足し享受を増加

させうる何か他のものと交換することによって、それに価値を与える。 

それによって、国内市場の狭さがどの特定の部門の技術または製造業でも分

業の最高度の完成を妨げなくなる。 

それは自分たちの労働の生産物のうち国内消費を超過するどの部分に対して

も、より広範な市場を開くことによって、それぞれ生産力を改良して年々の生

産物をできるだけ増大させ、それによってその社会の実質的な収入と富を増加

させるのを助ける。 

外国貿易はこうした重大な任務を、外国貿易が行われる様々な国のすべてに

対して、たえず遂行している。 

（アダム・スミス『国富論２』、岩波文庫、289 頁） 

 

７ 資本主義体制の発展が独占資本主義を生みだすのではない。 

独占資本を生みだすのは、価格や販売数量を調整しうる、より高度な独占の

形成を国家（政府）が保護する政策を直接的な誘導や強制によって行うことに

よって生じるのである。 

 

ハイエク曰く、 



独占は（自由な競争によるのではなく）人為的に作られるという結論は、競

争の衰退と独占の進展が、歴史上どの国から順番に起こってきたかを見れば、

よりはっきり確証される。 

この進展がテクノロジーの進化の結果とか、《資本主義》の進化の必然的産物

であるならば、経済体制が一番進んだ国（＝英国など）でそれはまずおこるは

ずだ。 

ところが歴史の事実から見ればそれはまず、19 世紀の最後の 1／3世紀に、当

時は産業が比較的未発達であった米国とドイツという国で出現したのである。 

特にドイツは、のちに資本主義の必然的進化の典型例とみなされるようにな

ったが、実のところは、カルテルやシンジケートの拡大が、1878 年以降、政府

の計画的政策によって、体系的に進められていったのである。 

ドイツ歴代の政府は、価格や販売数量を調整しうるより高度な独占の形成を、

単に保護政策だけでなく、直接的な誘導や、究極的には強制によって進めてい

った。 

まさしくドイツにおいてこそ、国家の直接的な援助のもとに《科学的計画化》

や《産業の意図的組織化》をめざしての最初の大きな実験がなされ、それが巨

大な独占体の形成をもたらしたのである。 

・・・このように、競争体制は《独占資本主義》へと必然的に発展していく

という考え方が広く受け入れられるようになったのは、自国における（特殊な）

経験を一般化しようとしたドイツの社会主義理論化、とりわけゾンバルトの影

響に大きくよるものである。 

（ハイエク『隷属への道』、春秋社、55～56 頁） 

 

この点に関して近年行われた最も包括的な実証研究は、米国の《臨時国家経

済委員会》による《経済的権力の集中》に関してのものである。 

この委員会の最終報告は大規模生産の効率性によって競争が消滅していくと

いう主張は《現在入手しえたどんな事実にも、これを支持する証拠をほとんど

発見できない》という結論を出している。 

この委員会が提出したこの問題に関する詳細な報告書は、次のようにその回

答を要約している。 

「・・・最適な効率を生みだす企業規模は、供給の大部分が独占的コントロ

ールにゆだねられるという段階のはるか手前で、最適点に達するものと思われ

る。 

大規模生産の利点が不可避的に競争の廃止をもたらすという結論は、受け入

れられない。 

むしろはるかに注意すべきことは、独占はしばしば、大規模生産の効率性と



は異なる別の要素によってもたらされるということである。 

すなわち、独占は企業間の共謀によって作り出され、政府の公共政策によっ

て促進されている。そういう共謀の協定が無効とされ、政策が撤回されるなら、

競争が働く諸条件を回復することが可能である。」 

（ハイエク『隷属への道』、春秋社、54～55 頁） 

 

８ 以上の論理から、自由貿易（市場経済）・TPP 交渉参加の否定論者は、必然

的に国家（政府）権力（＝経済統制力・強制力）の崇拝者である。 

 

ハイエク曰く、 

ある国の資源が全部その国の独占的所有とされ、国際的な経済交流は個人間

の流通ではなく国家を交易主体とした流通へと統制されていくようになれば、

それは必ず国家間の摩擦や他の国への羨望を引き起こす原因となる。 

市場や原資源を求める自由な競争に代えて、国家なり組織集団なりの間での

交渉を処理していけば、国際摩擦は減少するだろう、というのは最も致命的に

危険な思想の一つでしかない。 

（私企業間の）自由競争制度の《闘争（競争）》というのは抽象的な表現にす

ぎず、逆に国家なり集団間の《交渉》というのは実はそれぞれの（政府による）

力（＝強制力・権力）比べなのだが、この主張は前者（＝私企業の自由競争）

に代えて後者（＝各国政府の強制力比べ）を用いよという主張しているのであ

る。 

そして（各国政府の）力に訴えることなく（自由競争で）解決できる諸個人

間の競合関係であったもの（＝市場の自生的秩序＝市場原理）を、上位の法（＝

国際法・国際条約など）に従う必要のない、強力で軍事力を持った国家間の闘

争へと変えようとしているのである。 

それらの国家は、自らの行動を誰にも審判されず、従うべき上位の法も持た

ず、自国の利益しか考慮する必要のない代表者によって、運営されるものであ

る以上、国家間の経済取引というものは、最後には力と力の衝突に終わらざる

を得ない。 

（ハイエク『隷属への道』、春秋社、305～306 頁） 

 


